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研究成果の概要（和文）：本研究は，幼児の姿勢変化を促すことで座位時間を減らし，身体活動量を高めるため
の具体的な介入方法を構築し，その介入効果を客観的に評価するため3軸加速度計を用い分析し，保育施設内に
おける環境設定のあり方に資する知見を得ることを目的とした．そこで本研究では，座位からの姿勢変化を促し
自然と身体を動かすきっかけづくりとして「音楽」を利用した介入効果を検討した．その結果，座位行動，低強
度身体活動，中高強度身体活動のいずれの活動時間や活動割合にも介入の影響は認められなかった．

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study was to develop the intervention program to reduce 
the time spent in a sitting position and increase the amount of physical activity by encouraging 
young children to change their posture, and to objectively evaluate the effect of the intervention 
by using ActiGraph GT3X+ accelerometers. In this study, we examined the intervention effects of 
using "music" as a trigger to encourage postural changes from a sitting position and to naturally 
move the body. The results showed that the intervention had no effect on the duration or ratio of 
sedentary behavior, light physical activity, or moderate-to-vigorous physical activity. 

研究分野： 応用健康科学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
幼児おける身体活動不足は世界中で問題となっており，これは主に座位行動で過ごす時間に起因することが指摘
されており，その改善方法を検討することは重要である．そこで本研究では，幼児の身体活動促進や座位行動抑
制に繋がる保育施設内で実施できる介入方法を検討するために音楽利用の効果を検討した．その結果，座位行
動，低強度身体活動，中高強度身体活動のいずれの活動時間や活動割合にも音楽を利用した介入の効果は見られ
なかった．今後は，取り組みに用いる楽曲や音楽を流すタイミング，時間などを詳細に検討する必要性が示唆さ
れた．

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
身体不活動は，成人のみならず幼児をはじめとする子どもにおいても疾病等のリスクファク

ターとの関連が報告されており，その影響が成人期へ持ち越されることが知られている (Telama, 
2009)．申請者は，日本人の児童・生徒の日常の身体活動量と出生体重の関係は諸外国の報告と
異なること (Yamakita et al. 2018) を報告している．幼児においては，諸外国と異なり，平日
の身体活動量は週末より高いこと (田中ら, 2015)，日常の身体活動量は，自宅周辺の安全及び
自然の豊かさと有意な関係が見られたこと (田中ら, 2011) が報告されている．このように，
日本における身体活動と変動要因との関係は諸外国とは異なっており，保育制度や生活環境の
異なる日本の幼児を対象とした研究が必要である．特に，日本では，5歳児の就学前施設利用率
が 98%と高く(厚生労働省, 2018)，就学前施設内における保育時間中の身体活動量の変動要因を
明らかにする必要があるが，これまでほとんど検討が行われていない． 
成人では，座位行動は喫煙と同等の生活習慣病の危険因子である事が明らかとされており，身

体活動量と座位時間の両方が，生活習慣病の予防や治療のために極めて重要な役割を占めるこ
とが指摘されている (US Department of Health & Human Services, 2008)．幼児でも，長い座
位時間が肥満等の健康指標と関連することが報告されている (LeBlanc et al. 2012)．そのた
め，諸外国では，幼児を対象に身体活動と独立して座位時間を減らすためのガイドラインが提唱
されている．子どもの座位時間に関する縦断研究のレビューによると，座位時間は幼児期のみ減
少が見られ，その後は，一歳あたり約 30 分/日増加することが示されている (Tanaka et al. 
2014)．そのため，将来の持ち越し効果から考えると，座位時間を出来るだけ短くする生活習慣
の改善には，幼児期が重要なターゲットとなると考えられる．また，世界 20 か国の比較におい
て，日本の成人の座位時間は最も長いことも示されていることから (Bauman et al. 2011)，幼
児期からの対策が必要と考えられるが，日本人幼児の座位時間についての実態は不明であり，特
に平日に長時間過ごしている保育施設内での効果的な対策を構築するためにも客観的な評価に
よる実態把握が必要である． 
また，座位行動の総所要時間が同じ場合でも，座位行動を中断する頻度は対象者により異なり，

座位行動の中断は，身体活動量の所要時間とは独立して，健康関連指標と有意な関係がみられる
ことが報告されている (Healy et al. 2008)．もし姿勢変化を促すことで，座位行動の時間が
短縮し，身体活動の時間が増加することなどが明らかになれば，保育施設内に姿勢変化を促す仕
掛けを作るなど，環境設定に新たな知見を提供する可能性がある．また，その介入内容としては，
諸外国と日本の保育環境などは異なる事から日本の保育環境に合った，加えて多くの保育施設
で容易に取り組める方法を構築していくことが重要であると考えられる． 
 
２．研究の目的 
幼児期に遊びや運動をはじめとする身体活動の促進を図ることはその持ち越し効果の観点か

らも極めて重要である．また，近年，身体活動量のみならず座位時間も健康指標と関連すること
が報告されているが，客観的な測定方法により，その実態を評価している研究は少なく，日本の
実態は不明である．さらに姿勢変化を促すことで座位時間を減らし，身体活動を高めるような効
果的な介入方法も知られていない．そこで本研究では，以下 2点を目的とした． 
【目的 1】幼児を対象に客観的計測が可能な加速度計を用いて，特に保育施設内での幼児の身体
活動や座位行動の実態を検討すること． 
【目的 2】保育時間中の姿勢変化を促す事で座位時間を減らし，身体活動量を高めるための方策
を構築し保育施設内における保育内容や環境設定のあり方に資する知見を提供すること． 
 
３．研究の方法 
目的 1の検討のため，幼児を対象に 3軸加速度計を用いて，特に保育施設内での幼児の身体活

動及び座位行動の実態を調査した．対象者は，公立の幼稚園に通う男女幼児とした．対象者に対
し，座位行動と身体活動強度の状況を客観的に評価するため 3軸加速度計を腰部に装着した．3
軸加速度計の測定におけるサンプリング周波数は 30Hz，エポックは 15 秒とした．各活動のカッ
トオフポイントは Janseen et al. (2013) の研究に基づき設定し，座位行動，低強度身体活動，
中高強度身体活動に分類した．用いるデータは平日 5日間とし，分析に用いる時間帯は 9時から
15 時までとした．なお，5日間の内 3日以上データを取得できている対象者のみを分析対象とし
た． 
目的 2の調査では，座位状態からの姿勢変化を促し，座位時間を減らすと共にその後に自然と

身体を動かし始める環境設定のあり方を検討することとした．そこで本研究では，座位からの姿
勢変化を促し自然と身体を動かすきっかけづくりとなり，加えて日本の多くの保育施設で容易
に取り組めるような方法として「音楽」を利用した介入方法を構築した．具体的な介入内容とし
て，園内の活動で使用している楽曲を利用し，自由活動時間にその音楽を流す取り組みを考案し
た．なお，用いた音楽は約 4分から 5 分の曲とし，自由活動時間に 1日 2～6曲流した．対象者
は，公立の保育所に通う年長クラスの男女幼児とした．対象者に対し，3軸加速度計を腰部に装



着させ測定を行った．調査期間は同一対象者の園児が園内で過ごす平日の 10 日間とし，音楽を
用いた取り組みを実施しない対照条件の日と音楽を用いた取り組みを実施する介入条件の日に
ランダムに 5 日ずつ分け，条件間の比較をすることで構築した取り組みが座位行動や身体活動
強度に及ぼす影響を検証した．加速度計の測定におけるサンプリング周波数は 30Hz，エポック
は 15 秒とし，加速度計は朝の会の時に装着し，帰りの会の時に外すように指示したが，調査日
ごとのばらつきを考慮し分析に用いる時間帯は 10 時から 15 時までの 5 時間とした．座位行動
と身体活動強度のカットオフポイントは Janseen et al. (2013) の研究に基づき設定し，座位
行動，低強度身体活動，中高強度身体活動に分類した．分析としては，取り組みのない日と取組
のある日の条件ごとに各個人の 5 日間の各活動時間や活動頻度を平均化し，条件間の差を対応
のある t 検定にて分析を行った． 
 
４．研究成果 
目的 1 の調査の結果，それぞれの活動の占める割合は，座位行動で 55.6±6.3%，低強度身体

活動で 33.7±5.5%，中高強度身体活動で 10.8±2.3%であり，分析時間の 360 分の内，座位行動
時間の平均が約 200 分，低強度身体活動時間の平均が約 121 分，中高強度身体活動時間の平均が
約 39 分になることが示された． 
 目的 2 の調査の結果，今回考案した介入内容では，座位行動，低強度身体活動，中高強度身体
活動のいずれの時間や割合にもその影響は認められなかった．しかしながら，音楽を利用するこ
と自体はどのような保育施設でも容易に実施できるものであり，今回の結果のみで音楽利用の
効果はないと判断することには注意が必要である．実際に本研究期間中は新型コロナウイルス
感染症の影響で実施できる介入方法に限界があり，音楽を流す時間や頻度は最小限に設定した
ため，そのことが今回の結果に影響したことも考えられる．また，園内の活動において人と人の
距離をとる生活が続いていたなどの生活環境も結果に影響した可能性も否定はできない．その
ため今後は，取り組みに用いる楽曲や音楽を流すタイミング，音楽を流す頻度や時間などを詳細
に検討する必要がある． 
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